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はじめに

従来より、大規模な交通プロジェクトの便益を計測する

ために数多くの研究が蓄積されてきた。これらの研究は、

大別して部分均衡分析をフレームとするものと一般均衡

分析をフレームとするものがある 。交通プロジェクトが

小規模な場合、初期交通量と交通費用節約を掛け合わせ

たもので交通改善便益を定義でき、部分均衡分析で十分

であるとされる 。しかし、プロジェクトが交通以外の市

場へ与える影響を考慮するには、一般均衡分析による便

益評価を行う必要がある。

一般均衡理論に基づいた交通プロジェクトの便益評価

法に関しても、すでに様々な研究が進展してきた。しか

し、プロジェクトが大規模な場合、プロジェクトの実施が

価格や需要体系に影響を及ぼすため、価格の経路依存性

が便益評価を困難にするという問題が生じる。この問題

に対して、一般均衡需要関数を定義し、消費者余剰から

社会的純便益を求める方法が提案されている 。しかし、

これらの既存の研究は静学的な状況を想定したものであ

り、動学的な状況の下でのプロジェクトの便益評価に関

する研究例はそれほど多くない。本研究では、大規模な

交通プロジェクトが交通費用の削減という短期的な影響

だけでなく、長期的に資本や知識の蓄積過程や家計の余

暇選択行動をも長期的に変化させることに着目する。そ

の上で、都市システムの経済成長モデルを定式化すると

ともに、大規模な交通プロジェクトの整備便益の長期的

な変化を計測しうる方法を提案する。なお、本研究では

交通プロジェクトとして高速鉄道の整備を想定しており、

都市間のフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーション
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費用の変化の長期的効果の計測に分析の焦点を絞るこ

とする。以下、２．で、本研究の基本的な考え方を説

する。３．で都市システムの成長モデルを定式化し、

で便益計測方法を説明する．５．ではシミュレーション

用いた分析事例を示す。

本研究の考え方

都市システムモデルに関する既存の研究

複数都市によって構成される都市システムに関する研

は、新都市経済学の分野において蓄積されてきており

市集積を内生的に取り扱ったものとして藤田 の

占的競争モデル の貿易理論によるモ

ル 、小林・奥村 の知識のスピルオーバー効果

取り入れたモデル が開発されている。高速鉄道網は

客輸送に用いられ、知識や情報の交換を効率化するこ

を考えれば、その便益評価に当たっては知識の交換・蓄

過程を考慮することが必要である。本研究では、のち

３．で言及するように小林らのモデルを拡張し、都市

高速鉄道の動的な便益発生過程を分析することとする

交通プロジェクトの短期的な整備効果

都市間の交通コスト及び所要時間を軽減するような大

模な鉄道施設整備の効果を考えよう。簡単のため供用

の事業効果は考えない。また、経済全体での物的資本

トック及び各都市の人的資本のストック量は固定され

いると考える。ある都市の企業は自都市だけでなく、

都市に蓄積された知識を生産に投入することが可能で

ると考え、人的資本がスピルオーバー効果を持つと考

よう。プロジェクトが実施されると都市間の交通コス



が削減される。交通費用が削減されれば、都市間のフェ

イス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションが容易になり、

生産に投入できる知識サービスの量が増加して、各都市

の企業の生産性が向上するとともに、資本レントや賃金

率が変化する。その結果、労働力と資本が都市間を移動

する。労働力の流入が起これば都市の混雑が増加する。

このような資本や労働力の移動は、各都市の資本レント

や家計の間接効用値が都市間で均衡するまで継続するだ

ろう。

このように大規模な交通プロジェクトが都市システム

の市場均衡に及ぼす影響を、以下では施設効果と呼ぶこ

ととする。さらに、長期的には施設効果に加えて、次節で

言及するような物的資本・知識資本の蓄積効果が現れる。

交通プロジェクトの長期的な整備効果

交通プロジェクトは知識・資本の蓄積過程に長期的な影

響を及ぼす。労働者は生産を通じた学習過程や他の都市

とのフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションを通

じて人的資本として知識を蓄積する。その結果、賃金率・

時間価値が増加し、労働時間が短縮される。また、生産

量の増加に応じて都市システム全体に蓄積される物的資

本の量も増加する。ある時点で蓄積された知識は、それ

以降のすべての時点におけるフェイス・ツゥ・フェイスの

コミュニケーション行動の生産性や知識の蓄積過程に影

響を及ぼす。すなわち、ある時点における各都市の知識

ストックの変化がそれ以降のすべての時点における都市

システムの成長過程に持続的な影響を及ぼすという時間

的外部経済性が存在する。

交通プロジェクトの整備はこのような時間的外部経済

性の形成に影響を及ぼすことにより、都市システムの成

長過程に長期的な影響を及ぼす。知識の蓄積は都市シス

テムの経済成長にとって本質的であり、交通施設整備の

長期的な効果を分析するためには、交通施設整備が各都

市における知識の蓄積過程に及ぼす影響を分析すること

が不可欠である。

都市システムモデルの定式化

モデルの基本的な仮定

本研究で用いるモデルの基本的な仮定を説明する。なお

本モデルは小林らのモデル に準拠しているため、その

詳細については参考文献を参照されたい。高速鉄道で連

結された都市システムを考える。各都市の生産活動はＣ

ＢＤに集積し、家計はその外側に円形に広がる住宅地か

ら通勤する。住宅地面積は各都市を通じて一定に区画化

され、農業は存在せず都市端における地代はゼロである。

都市システムは閉じており、外国との貿易は考えない。経

済はニューメレール財のみを生産する。財は都市間で自

由に交易され、最終的に家計消費、資本蓄積および交

サービスの生産に利用される。都市システム全体での

口は外生的に与えられ、家計はいずれかの都市に居住

都市間の人口移動は自由である。労働市場は都市別に

在し、都市ごとに完全雇用が達成されるように賃金率

決定される。

以上の仮定は参考文献と同一であるが、２．で言及

たようなネットワークの整備効果を分析するために、

下の拡張を試みる。企業は労働力を通常業務に要する

内労働力と都市間の人的コミュニケーションのための

通労働に配分する。社内労働力の人的資本は、交通労

を通じた知識交換と生産における学習過程を通じて蓄

される。経済は人的資本の蓄積を通じて成長するが、

口移動を通じて人的資本は他の都市にも伝播する。

企業は各時点において な利潤最大化行動を

る。これは非常に限定的な仮定であるが、企業が人口

動の効果をも考慮にいれながら、人的資本の蓄積過程

最適に制御しうるという仮定も現実的でないだろう。

時に、家計も各時点ごとに な効用最大化行動

採用すると考える。企業・家計の な行動を仮定

ることにより、各時点の労働市場、財市場において静

的な市場均衡が達成される。都市システムの成長は資

人的資本の蓄積過程によって制御されることになる。

後に、都市間・都市内交通企業はゼロ利潤規制されて

り、一般企業の生産物のみを投入し交通サービスを生

すると考える。

都市システムモデルの定式化

本モデルは、都市の知識蓄積による集積の経済性と都

過密による外部不経済性を内生化して表現した多都市

長モデルとなっている。小林らのモデル からの改善点

触れつつ、モデル式を示す。

本モデルにおける外生変数は、 総人口、 総利

可能時間、 宅地面積、および交通条件を表す政策

数の 都市内単位通勤費用 都市内単位通勤時間

都市間旅行費用 都市間旅行時間である。一方内

変数は、 時点 における総資本量 各都市の

識水準 効用水準 余暇時間 労働時間 労働供

量 総地代収入 生産額 利子率 賃金水準 企

内労働時間 コミュニケーション回数 コミュニケ

ション労働時間 非賃金所得 都市人口 物的資

ストックおよび 均衡利子率 均衡効用水準である

（家計の行動）

から距離 に居住する家計は所得制約と時間制

の下で直接効用関数を最大化し、合成財と余暇時間の

要を内生的に決定する。地代を とすれば、

直接効用　



予算制約　

時間制約　

立地点に関する均衡条件を考慮すると、合成財・余暇時

間に対する需要は立地地点にかかわらず一定となり、都

市端までの距離 を用いて次式で表される。

合成財需要

余暇時間　

（集計的関係）

都市規模　

総地代収入

労働供給量

間接効用　

（生産活動）

都市ごとに集計的な企業を仮定する。企業は、資本、労

働時間単位で計測される社内労働力、コミュニケーショ

ン活動によって得られる知識を用いてニューメレール財

を生産する。収穫一定の技術を仮定し、 パラメータ間に

の関係を仮定する。

生産量　　

知識投入　

交通労働　

利潤最大化条件より、以下の関係を得る。

資本　　

社内労働

交通回数

（要素所得分配）

土地所有は都市ごとの を仮定する。都

市システム内の全ての家計は同等額の貯蓄を行い、その

蓄積である資本ストックも同等に所有され均衡利子率 に

従う配当を受けると仮定する。 は貯蓄性向である。

非賃金所得

（均衡条件）

労働市場　

資本市場　

人口移動　

（資本蓄積過程）

都市システム全体で利用可能な資本ストック は全

計の貯蓄行動により式 のように蓄積され、式

もとで各都市に配分される。 は資本の減耗率である

資本蓄積

人的資本蓄積 人口が流入するとき）

人的資本蓄積 人口が流出するとき）

式 の右辺第１項から第３項は、参考文献と

様に知識交換による効果、学習による知識蓄積、知識

陳腐化を表している。本研究ではこれらに加え、人口

動に伴う影響を表す第４項をつけ加えた。すなわち、

において、 は都市間を移動する

的資本の平均水準であり、人口流入により総人的資本

増加する。一方、式 では は負であり、人口流

により総人的資本は減少する。ここでは必要以上の複

化を避けるため、移動を開始した人々を一度集計化し

識水準の均等化を行ってから目的の都市への移住を完

させるものと仮定した。

交通プロジェクトの便益評価

動学的な便益指標

動学的な便益評価を行う場合、異時点の状況を集計的

評価することが必要となる。その際、１）将来の各時点

おいて便益を定義するとともに、その現在価値の総和

求める方法 、２）各主体の行動を通時的な最適化問題

して定式化するとともに、各主体が現時点において評

する便益を計測する方法 がある。異時点間の外部性

存在しなければ、 価格により最適な成長経路

分権的に達成できるため、２）の方法に基づく費用便

分析ルールが望ましいことが明らかにされている 。

かし、高速鉄道網の整備は都市システムは都市システ

の基本的な構造を変化させる。都市システムモデルの

長は歴史的経路依存性を有しており、ある時点におけ

鉄道網整備は人口移動や知識の伝播を通じて、その後

人的資本の蓄積過程に影響を及ぼすこととなる。２．

言及したように、高速鉄道の整備はその後の都市シス

ムの発展に対して時間的な外部経済性を及ぼすことに

る。知識のスピルオーバが存在するような都市システ



の成長過程では、便益の都市間及び時点間の移転構造が

複雑であり、最適成長のための投資ルールが簡単に導出

できるわけではない。

本研究で用いた都市システム成長モデルは、各時点に

おいて土地・労働・財・資本・交通市場において市場均衡が

達成されるとともに、資本・知識の蓄積を通じて都市シス

テムが成長する過程をシミュレートしうる構造を持って

いる。そこで、以下では、上述の１）の立場から、各時点

における便益を一般均衡モデルで計測するとともに、動

学的な便益指標を定義してその時間的変化を追跡すると

いう方法を採用する。

各時点における便益計測

本モデルにおいて企業、交通企業の利潤はゼロである。

厳密には、交通企業は交通施設の固定費用に該当する生

産者余剰を持つ。また、固定費用の負担、それに伴うデッ

ドウェイトロスの問題を考慮する必要がある。本研究で

は交通プロジェクトの整備がもたらす便益の動的発生過

程に焦点を絞り、交通資本の財源調達の問題はとりあげ

ないこととする。そこで、交通施設は歴史的資産（海外

からの ）として初期時点において無償で賦与された

と考える。従ってプロジェクトの便益は各都市の家計に

最終的に帰着することとなる。ここで、都市 の 期に

おける家計の支出総額 は

で表される。ただし、 はそれぞれ都市

の 期における賃金率、非賃金所得および人口を表して

いる。これよりプロジェクト無、プロジェクト有の状態

での効用水準、人口をそれぞれ

とすると

である。等価変分を用いて支払い意思額を計測しよう。

期における等価変分 は

と定義される。各家計の等価変分を集計化することによ

り、都市システム全体の総等価変分 を得る。

プロジェクト便益の動的変化

都市システムモデルは各時点における市場均衡が総資本

と各都市の知識資本の蓄積により長期的に変化する過程

を記述する。２．で考察したように、交通施設の整備便

益には、交通プロジェクトによる交通費用の削減がもた

らす施設効果と経済全体での知識・資本の蓄積という時

間的な外部経済効果が存在する。

交通施設が供用された時点 においては、資

知識蓄積過程が影響を受けていないため、プロジェク

の施設効果は発生便益に等しい。しかし、 期に

いて生じる便益には、交通施設整備により 間に生

た資本・知識蓄積過程の変化による効果も含まれる。

ま、 期における施設効果便益を 期に初めて当

プロジェクトを実施したと仮定した場合に生じる便益

して定義しよう。すなわち、都市システムは 期まで従

の交通ネットワークの下で成長する。その時に、

期において実現される経済全体の資本量と各都市の知

水準を所与として、その時点にプロジェクトが実施し

と考える。 期にプロジェクトを実施した場合に当該期

発生する施設効果を式 で求めた結果を と

そう。この時、 期における施設効果は

と定義できる。

ある時点に実現した資本ストック量の増分は、それ

後のすべての時点の生産活動に影響を及ぼす。いま、

本蓄積効果を考えるに当たり、知識蓄積の効果を取り

いたような効果指標を定義する。まず、プロジェクトを

施しない場合に実現する各都市の知識水準をシミュレ

ションにより求める。次に以上で求めた知識水準を外

的パラメータとして与え、式 を除去したモデ

を用いて都市成長過程をシミュレートした。 期にお

る資本蓄積効果便益は、以上のシナリオのもとで式

で求めた総等価変分 から、交通費用削減便

を差し引いた残りとして定義される。

本モデルでは、知識が公共財的性格を持つ非市場財

位置づけられ、その蓄積が都市システムの経済成長を

たらしている。交通施設の長期的な効果を把握する

知識蓄積効果は本質的な役割を果たす。本研究では、

期的な経済効果から、前述の施設効果、資本蓄積効果

差し引いた残りを、交通施設の整備が知識の蓄積過程

影響を及ぼした経済成長効果と定義する。

シミュレーション分析

分析の方針

シミュレーション分析では５つの都市が番号順に鉄道

より直列に連結された都市システム（以下、国土軸と

ぶ）を想定する。首都である都市３が線形システムの

央に位置する。鉄道リンクを高速化するプロジェクト

考える。プロジェクトの財源は外国からの供与による

のとする。高速鉄道の整備水準として、現行の交通費
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表 計算に用いたパラメータ値

図 基本ケースにおける人口と知識水準の推移

及び交通時間が 、 削減されるような２つのレベ

ルを想定する。プロジェクトの割引率はプロジェクトの期

間を通じて一定の値 を仮定する。本分析で用

いたパラメータ値については表 に示すとおりである。

基本ケースとして、都市間の交通費用を

、所要時間を と設

定し、初期人口を各都市均等の とおいてシミュ

レーションを行った。その結果、各都市の人口、知識水準

は図 のように推移する。すなわち、国土軸の中央に位

置する都市３の知識水準が最も顕著に増加し労働力を吸

収するため、一極集中的な構造を持つ都市システムが形

成される。国土軸の末端に位置する都市１・都市５の人

口減少は著しく、知識資本の蓄積もやがて停止する。

交通プロジェクトの便益評価

都市１・２間の交通コストの１０％削減

図 都市 ・ 間の交通コストの ％削減による便

図 都市 ・ 間の交通コストの ％削減による便

都市１・２間の交通費用と交通時間をそれぞれ 削

する場合を考える。本ケースにおいて各時点に発生す

便益の時間的な変化を図 に示している。第６期まで

総便益 は増加するがそれ以降は減少する。１

期から１４期にかけて負に転じた後はずっと減少して

る。これを各効果に分解すると施設効果は５期までは

ぼ一定であるが、それ以降は減少している。資本蓄積

果は微増しているが他の効果に比べて非常に小さい。

識蓄積効果については８期までは増加しているがそれ

降は減少し、１２期から１３期にかけて負となる。１

から６期においては交通コストが低下したことによる

ミュニケーション回数の増加と人口移動によって知識

クセシビリティが上昇することによって総便益は増加

たが、７期以降においては人口移動によって都市３へ

一極集中が弱まる。その結果、知識アクセシビリティ

減少し、生産性が低下し総便益も減少している。 特

１４期以降はプロジェクトがない場合の方がより多く

便益が発生する。

都市１・２間の交通コストの３０％削減

都市１・２間の交通費用と交通時間をそれぞれ 低

するようなプロジェクトを考える。図 に示すように

便益 は９期まで増加した後、１７期まで微減

ている。施設効果は４期まで微増の後、減少に転じて

る。資本蓄積効果は微増である。知識蓄積効果は１２

までほぼ一定の割合で増加するが、１２期以降に微減

ている。これは都市２と都市３の集積力が均衡してい

ため一極集中が形成されない状態であり、その結果、

識が分散して利用されるためと考えられる。

都市２・３間の交通コストの１０％削減
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都市２・３間の交通コスト・交通時間を 低減させる

ような整備水準を考える。これに伴い、数多くの都市間

の交通条件が同時に改善される。図 に示すように、知

識蓄積効果により総便益は常に増加している。すなわち、

都市３への人口集中が進むことによって都市３の知識ア

クセシビリティが成長し、都市システム全体からみた生

産性が向上した結果である。なお、当該の整備水準を３

０％とした場合も、便益の絶対量が異なることを除けば

整備水準１０％の場合とほぼ同様の傾向が見られた。

分析結果のとりまとめ

高速鉄道の整備が都市システムの構造を変化させない短

期では、いずれのケースでもプロジェクトが正の便益を

もたらす。しかし、都市１・２間に整備水準１０％の高

速鉄道を整備した場合、便益が長期的には負に転じる。

整備水準が同じであれば、いずれのケースにおいても短

期的にほぼ同程度の施設効果が現れている。このことは、

短期的な便益評価（施設効果のみを用いた評価）では誤っ

た政策判断を行う可能性があることを示唆している。ま

た、都市１・２間のみを整備する場合でも、整備水準の

違いにより便益の時間的な発生パターンにかなりの違い

が生じる。１０％の整備水準では、長期的には各都市の

労働力がより均等に分散されるが、３０％の整備水準で

は都市２が新しい中核都市として成長する。

つぎに、都市１・２間を整備した場合と都市２・３間を

整備した場合の整備便益を比較してみよう。整備レベル

を１０％とした場合、前者では後者の場合よりも労働力

分布の均等化が図られるが、それが逆に知識アクセシビ

リティーの増加を抑制する結果となる。そのため、時間

の経過とともにプロジェクトの整備効果が減少し、最終

的には負に転じる結果となる。これに対し、後者のプロ

ジェクトではプロジェクトの総便益はつねに増加する。整

備レベルを３０％とした場合、都市１・２間の交通プロ

ジェクトの総便益は長期的にほぼ一定で推移するのに対

して、都市２・３間を整備した場合の便益は時間ととも

増加していく。以上の結果は、国土軸という線形のネット

ワークの性質と密接に関連している。すなわち、線形ネッ

トワークでは中央部に近いリンクほど、その効果がより

多くの都市間ペアに及ぶこととになる。その結果、中

部に位置している都市群に集積の効果を発揮させる結

となる。

本実験に関する限り、線形の国土軸システムは労働

の集中化傾向をもたらす結果となったが、特定のモデ

による限られた数値計算の結果から一般的な結論を導

ことは危険であり、この結果の頑健性に関しては、な

多方面から思考実験を重ねる必要がある。一方、短期

な便益と長期的な便益の不一致という現象は本モデル

関わらず発生すると考えられ、長期的な便益評価が重

であることが理解できる。

おわりに

本研究では、動学的システムにおける大規模交通プ

ジェクトの便益評価法を提案し、シミュレーション分

によりその重要性を明らかにした。以下に、今後に残

れた課題をとりまとめる。本モデルでは都市内・都市

交通施設は初期時点において歴史的な資産（海外から

）により整備され、家計はその建設費用を負担して

ない。この仮定は交通プロジェクトによる便益の動的

発生過程のみを追跡するために便宜的に設定したもの

ある。しかし、交通施設の整備のための財源が問題に

る場合には、財源調達の方法が都市システムの成長に

び影響を分析する必要があろう。また、計算例では一

集中型の構造の方が知識アクセシビリティーが高くな

混雑による外部不経済を考慮してもなお有利であると

う結果が得られた。この結果の一般性・頑健性に関し

は、今後実証分析をはじめ、多角的な分析が必要であ

また、インターネットなどの他の情報通信手段の進展

影響を取り入れることは重要な課題である。
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